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セミナープログラム＊詳細別途ご案内 開 講 日 程 平成 27年 10 月 9日（金 ） 

第 1部：経営改善に直結する各層の役割と責任を知る 

第 2部：経営改善に直結する管理資料運営技能を知る 

第 3部：停滞する業績を改善する指導計画 

（講義終了後個別相談会） 

講 義 時 間 
午前 11 時～午後５時 

（集合 10時 30 分） 

受 講 料 
50,000 円/社 

（1 社 4名まで参加できます。） 

組 合 助 成 金 支 給 額 （経費助成）25,000 円/社 

□研修会場 ：TKP 東京駅八重洲カンファレンスセンター（カンファレンスルーム４F）（東京都中央区京橋 1-7-1 戸田ビル） 

＊申込者に詳細案内します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

★★ASF 対象研修★★ 

 

 

 
中小企業経営改善・業績回復のための 
経営戦略を再編するノウハウを学ぶ！ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「特例委託募集制度により採用された社員の必須研修となります」 

代表者・役員及び幹部社員等を優先的に受けつけます。 

■ 「自立型組織を形成する1DAYセミナー」開催要項 

 

①本研修は、認定組合能力開発助成金制度により、中建連所属組合員へ受講料に関する 

助成金を支給します。（1/2 又は上限 5万） 

②取締役等の経営者様も対象とします。 

③研修会場で交付される「受講証明書」を提出するだけで、面倒な申請手順はありません。 

④研修会場、詳細な研修カリキュラム及びタイムスケジュールは、申込者へ別途ご案内します。 

 

 

■ 中建連「認定組合能力開発助成金」ご利用のご案内  

 
認定組合 

能力開発助成金対象

25,000 円/社支給 

世界から見ても、日本は創業 100 年以上の長寿企業の宝庫と言われています。 

なぜそんなに長寿企業が多いのか、長く繁栄する秘訣はどこにあるのか。 

企業を長く存続させるためには、社長や後継者だけでなく、社員一人ひとりが構成する組織が変化に対

応し、その企業の社風を体現することが必要です。このような社員を育てるため、組織構成員の相互の関

係性の中で学習する方法を中心に据えているケースが多く見られます。 

 

本セミナーは、真のリーダーを育成し、組織経営の中核を担う真のリーダーである管理者を養成するために

必要となる教育カリキュラムを学び、後継管理者の技能を強化し、本格的に経営改善に取り組みたい企

業を対象に開催します。 

 

 

主宰 

 

招聘 

講師 

 
戦略経営研修局  
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受講申込書（10 月 9 日 東京開催） 

申込締切 平成 27 年 9 月 30 日（水） 

社 名  申込担当者  

ご 住 所  

電 話 / F A X 番 号  

受 講 者 名 

（1 社 4 名まで参加可能） 

1 2 

3 4 

認定組合助成金利用 □希望する     □希望しない 組合員資格 □組合員 □員外企業 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャリア助成金を活用した中長期経営改善指導プログラムのご案内 

 

 

 

 

□セミナー終了後に個別相談を希望する 

 

 

受講申込書に必要事項をご記入の上、FAX にてお申込み下さい。 

FAX：03-3473-1357 
 

■ 講演講師のご紹介  

 

本研修終了後に、貴社の経営状況分析、診断のための個別相談会を実施します。 

ご希望の方は、下記のチェックの上、受講申込書を送付ください。 

個別相談の際に、今後の経営強化改善のための段階的指導プログラムのご提案をさせていただきます。 

戦略経営研修局  

局長 菊地長月 

全国中小企業労働力確保支援事業協同組合 

理事・戦略経営研修局長 

（㈱マスターピースコンサルティング代表取締役） 

1964 年生まれ。北海道学園大学、札幌学院大学大学院卒業。 

大手コンサルタント会社にて、中小企業から中堅・上場企業までのコンサルティン

グ実績を持ち、人財育成を根底にした企業の成長戦略、立案・体質強化のた

めの的確な経営コンサルティングに高い定評がある。 

特に建設業の社員教育を中心に25年の経験から若手社員のやる気の導火線

に火をつけるのを得意とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「特例委託募集制度により採用された社員の必須研修となります」 


